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(57)【要約】
　拡張可能な接近装置は、可動性部材（７）によって接
続された接近部（３）と拡張可能部（５）を有し、外科
手術装置か診断装置を使って、または、指を使って、或
いは、それらを使って、接近部が拡張可能部に相関的に
並進させ、または、回転させ、或いは、並進させて回転
させられるように図っている。接近部は断面が一定であ
ってもよいし、拡張可能であってもよい。接近装置の中
の通路（９）を通して挿入される各種器具が拡張可能部
を拡張させる。拡張可能部を未拡張状態にしたままで、
接近装置を外科手術部位に挿入してから、拡張可能部を
拡張させることができる。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　生体の外部から内部へ接近するための拡張可能な接近装置であって、前記装置は、
　近位端、遠位端、および、近位端から遠位端まで長手方向軸線沿いに延びる実質的に中
空の通路が設けられている接近部と、
　拡張可能部とを備え、前記拡張可能部には、近位端、遠位端、および、近位端から遠位
端まで長手方向軸線沿いに延びる実質的に中空の通路が設けられており、前記遠位端は外
科手術部位の近位に設置することができ、未拡張位置と拡張位置を示す拡張可能部であっ
て、拡張位置にある場合の拡張可能部の遠位端の断面積は未拡張位置にある場合の断面積
よりも大きいように構成されており、
　さらに、接近部と拡張可能部とを作動可能に接続する可動性部材を備え、前記可動性部
材は、拡張可能部に相関的に接近部を並進させるか、回転させるか、いずれか一方の動作
を行うことができるように構成されており、
　接近部の通路が拡張可能部の通路と連絡状態になる、
ことを特徴とする、拡張可能な接近装置。
【請求項２】
　前記拡張可能部が前記拡張位置まで移動すると、前記可動性部材の少なくとも一部が拡
張し、拡張可能部が前記未拡張位置まで移動すると、可動性部材の少なくとも一部が収縮
することを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項３】
　前記接近部は所定の一定の断面積を有していることを特徴とする、請求項１に記載の拡
張可能な接近装置。
【請求項４】
　前記接近部は拡張可能であることを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置
。
【請求項５】
　前記接近部は変形可能であることを特徴とする、請求項４に記載の拡張可能な接近装置
。
【請求項６】
　前記可動性部材は、可塑材、ラバー、エラストマー、重合体、金属、複合材などを含ん
でいるグループから選択される素材のうちの少なくとも１種類から作成されることを特徴
とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項７】
　前記素材は、シリコーンラバー、ウレタンなどを含んでいるグループのうちの少なくと
も１種類から選択されることを特徴とする、請求項６に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項８】
　前記可動性部材は、前記拡張可能部に相対的に前記接近部を角度付けすることができる
ことを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項９】
　前記接近部の前記両端部と前記拡張可能部の前記両端部は外辺部を呈しており、可動性
部材はエラストマー材の薄いシートであって、拡張可能部の両端部の少なくとも一方と接
近部の両端部の少なくとも一方の外辺部を包囲していることを特徴とする、請求項１に記
載の拡張可能な接近装置。
【請求項１０】
　前記拡張可能部は前記拡張位置と前記未拡張位置の間を漸増しながら移動させられるこ
とを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項１１】
　前記拡張可能部は第１部材と第２部材を有しており、第１部材と第２部材は各々に受け
入れ部とフラップが設けられており、第１部材のフラップは第２部材の受け入れ部に受け
入れられ、第２部材のフラップは第１部材の受け入れ部に受け入れられることを特徴とす
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る、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項１２】
　前記第１部材と前記第２部材のうちの少なくとも一方の前記フラップには複数の歯が設
けられていることを特徴とする、請求項１１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項１３】
　前記拡張可能部は少なくとも１個のヒンジを有していることを特徴とする、請求項１に
記載の拡張可能な接近装置。
【請求項１４】
　前記拡張可能部は第１部分と第２部分を有しており、第１部分と第２部分は１個以上の
ヒンジ部材によって相互接続されていることを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な
接近装置。
【請求項１５】
　前記可動性部材には近位端と遠位端が設けられており、可動性部材の近位端は前記接近
部上の一位置で接続されており、可動性部材の遠位端は前記拡張可能部の前記近位端の付
近で接続されていることを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項１６】
　前記可動性部材には近位端と遠位端が設けられており、可動性部材の近位端は前記接近
部上の一位置で接続されており、可動性部材の遠位端は前記拡張可能部の前記遠位端の付
近で接続されていることを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項１７】
　前記拡張可能部には複数の刃が設けられていることを特徴とする、請求項１に記載の拡
張可能な接近装置。
【請求項１８】
　前記複数の刃のうちの少なくとも２枚の形状は湾曲していることを特徴とする、請求項
１７に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項１９】
　前記湾曲形状の刃は、未拡張位置にある場合は、前記拡張部の中を通る通路を実質的に
包囲し、外形を画定していることを特徴とする、請求項１８に記載の拡張可能な接近装置
。
【請求項２０】
　前記複数の刃は端縁を有しており、前記未拡張位置にある場合は、互いに隣接し合う刃
の端縁が互いの付近に位置し、前記拡張位置にある場合は、互いに隣接し合う刃の少なく
とも遠位端縁が互いから或る距離を隔てた位置にくることにより、両方の刃の間に開口部
を設けることを特徴とする、請求項１９に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項２１】
　前記可動性部材は前記互いに隣接し合う刃の両端縁の間で延びて、前記拡張可能部の前
記通路の少なくとも一部を包囲し、外形を画定することを特徴とする、請求項２０に記載
の拡張可能な接近装置。
【請求項２２】
　前記互いに隣接し合う刃は旋回点で接続されていることを特徴とする、請求項１７に記
載の拡張可能な接近装置。
【請求項２３】
　前記接近部は前記拡張可能部に相対的に運動する多数の自由度を有していることを特徴
とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項２４】
　前記接近部は、前記接近部の前記通路に垂直な第１寸法を有しており、前記拡張可能部
は、前記拡張可能部の前記遠位端において、前記拡張可能部の前記通路に垂直な第２寸法
を有しており、拡張可能部が前記未拡張位置にある場合は、第１寸法は第２寸法と実質的
に同じであることを特徴とする、請求項１に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項２５】
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　前記拡張可能部が前記拡張位置にある場合は、前記第１寸法は前記第２寸法とは異なっ
ていることを特徴とする、請求項２４に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項２６】
　生体の外部から内部へ接近するための拡張可能な接近装置であって、前記装置は、
　近位端および遠位端が設けられている接近部と、
　拡張可能部とを備え、前記拡張可能部には、第１端、第２端、および、少なくとも１個
の保持部材が設けられており、前記保持部材は拡張可能部の少なくとも一部と作動可能に
関与しており、第２端は外科手術部位の付近に設置することができ、未拡張位置と拡張位
置とを示す拡張可能部であって、その第２端は、拡張位置にある場合には、未拡張位置に
ある場合よりも断面積が大きくなるように構成されており、
　さらに、少なくとも１個の保持部材に作動可能に接続された繋ぎ紐を備え、前記繋ぎ紐
と少なくとも１個の保持部材とが拡張可能部に相関的に接近部を並進させるか、回転させ
るか、少なくとも一方の動作を行うことができるようにするように構成される、
ことを特徴とする、拡張可能な接近装置。
【請求項２７】
　前記拡張可能部には、第１部分と第２部分が設けられており、第１部分と第２部分は各
々が拡張可能部の前記第１端の付近に保持部材を有しており、前記繋ぎ紐が第１部分の保
持部材と第２部分の保持部材とに接続されていることを特徴とする、請求項２６に記載の
拡張可能な接近装置。
【請求項２８】
　前記繋ぎ紐は、可塑材、ラバー、重合体、エラストマー、金属、複合材などを含んでい
るグループから選択される素材のうちの少なくとも１種類から作成されることを特徴とす
る、請求項２６に記載の拡張可能な接近装置。
【請求項２９】
　前記繋ぎ紐はエラストマー帯であることを特徴とする、請求項２６に記載の拡張可能な
接近装置。
【請求項３０】
　肉体の外部から肉体内の或る内部部位に至る接近用進入口を設け、医療器具による接近
を行えるようにする方法であって、前記方法は、
　拡張可能な接近装置を供与する段階であって、前記装置が、
　（ｉ）第１の長手方向軸線を有している接近部と、
　（ii）拡張可能部とを備え、前記拡張可能部は、第２の長手方向軸線、近位端、遠位端
、未拡張位置、および、拡張位置を有しており、拡張位置にある場合には、未拡張位置に
ある場合よりも遠位端の断面積が大きくなるように構成され、
　（iii）さらに、接近部と拡張可能部とを作動可能に接続する接続部材とを備えており
、
　さらに、前記方法は、
　拡張可能部が未拡張位置にある間に接近装置の拡張可能部の少なくとも一部を体内に挿
入する段階と、
　拡張可能部の遠位端を操作して、接近するべき体内の内部部位まで進入させる段階と、
　接近具と拡張可能部との間で延びる通路を形成する段階と、
　少なくとも１個の医療器具を体内の内部部位まで延びている通路に挿入する段階と、
　第１の長手方向軸線と第２の長手方向軸線のうちの一方を中心として回転させること、
および、第１の長手方向軸線と第２の長手方向軸線を互いに相関的に並進させることのう
ち、少なくとも一方の作業を実施する段階とを含んでいる、
ことを特徴とする方法。
【請求項３１】
　前記接近部を前記拡張可能部に相関的に角度付けする段階を更に含んでいることを特徴
とする、請求項３０に記載の方法。
【請求項３２】
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　前記接近部を前記拡張可能部に相関的に並進させること、回転させること、および、角
度付けすることのうち、少なくとも２種類の作業を同時に実施する段階を更に含んでいる
ことを特徴とする、請求項３１に記載の方法。
【請求項３３】
　前記接近部を拡張させる段階を更に含んでいることを特徴とする、請求項３０に記載の
方法。
【請求項３４】
　前記拡張可能部を拡張させる段階を更に含んでいることを特徴とする、請求項３０に記
載の方法。
【請求項３５】
　指および１個以上の外科手術器具または診断器具のうち少なくとも一方を使って前記接
近部を移動させ、患者の解剖学的構造を触診する段階を更に含んでいることを特徴とする
、請求項３０に記載の方法。
【請求項３６】
　拡張可能部を移動させる前記段階は、前記拡張位置と前記未拡張位置との間で拡張可能
部を漸増しながら移動させることを含んでいることを特徴とする、請求項３０に記載の方
法。
【請求項３７】
　前記拡張可能部が前記拡張位置にある場合は、前記通路は接近用空間を定め、前記方法
は接近用空間の少なくとも一部に切除されていない組織が進入するのを阻止することを更
に含んでいることを特徴とする、請求項３０に記載の方法。
【請求項３８】
　前記拡張可能部に相関的に前記接近部を多軸的に角度付けする段階を更に含んでいるこ
とを特徴とする、請求項３０に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は2005年3月4日出願の米国仮出願第60/659,050号の優先権を主張するものであり、
この出願の全体的内容は、ここに援用することにより、本件の一部を成すものであるのは
明らかである。
【０００２】
　本発明は体内の外科手術部位に接近するための装置に関するものであり、特に、可動性
を向上させた拡張可能な接近装置に関連している。
【背景技術】
【０００３】
　カニューレを使用して、または、開創器を使用して、或いは、カニューレおよび開創器
を使用して、患者体内の外科手術部位に接近用侵入口を医者に供与することは当該技術で
は周知である。このような装置は、観血を最小限に抑えた処置では特に有用であり、この
場合、全処置は患者に設けられた１個以上の小さい切開部を通して実施される。観血を最
小限に抑えた処置は、一般に、肉体への外傷の量を低減し、従って、術後の痛みを緩和す
るとともに回復時間を低減することができる。特に、カニューレ開創器を使って、または
、開創器を使って、或いは、カニューレおよび開創器を使って、椎間板切除術、椎弓切除
術、脊椎関節突起切除術、椎弓根ネジ固定術などの各種脊椎手術を実施することができる
。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　一般的に、従来公知のカニューレには、直径が一定のカニューレと拡張式のカニューレ
がある。直径が一定のカニューレは、中空の管部材の直径が、その一方の端から他方の端
まで、一定のままである形状を呈している。使用に際し、医者は外科手術処置の一部、ま
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たは、その全体を実施するのに十分に大きい寸法のカニューレを選ぶのが一般的である。
このように、患者の体組織を貫いて小さな切開部が設けられる。直径が一定のカニューレ
は、外科手術器具を動かしたり、外科部位を視認するのに限られた範囲しか医者に供与し
ない。
【０００５】
　拡張可能なカニューレは、その一端を外科部位の近位で張出させることにより肉体の内
部の組織を伸ばすことができる。拡張可能なカニューレの他方端は大抵は肉体から外に突
出しており、従って、外科手術器具を体内に挿入するときに通る固定直径の接近用侵入口
を医者に供与する。拡張可能なカニューレは、外科手術器具を操作する空間をより広くし
て医者に供与すると同時に、医者が組織を貫いて小さい切開部を設けるだけで済むように
している。更に、拡張可能なカニューレは外科部位の視界を広げることができる。
【０００６】
　更に、開創器は、外科手術器具を動かすのに十分な空間を医者に供与するのは元より、
外科手術部位の視認性も高めはするが、皮膚から外科手術部位に至るまでの組織を伸ばす
傾向があるために、一般に、拡張可能なカニューレよりも肉体に与える外傷が酷くなる。
【０００７】
　従って、外科手術器具を動かすことができる最大限の能力と外科手術部位を視認するこ
とができる最大限の能力を医者に供与すると同時に、肉体に対する外傷の量を最小限にす
る拡張可能な装置を提供するのが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、接近部、拡張可能部、接近部と拡張可能部とを接続している可動性部材、お
よび、接近部と拡張可能部とを通って延びている通路を備えている拡張可能な接近装置に
関するものである。接近部は長手方向軸線、近位端、および、遠位端を備えている。接近
具の近位端は患者体外に設置され、遠位端は患者体内に設置される。接近部は、外科手術
器具や診断器具、または、外科手術装置や診断装置、或いは、それらを体内に挿入する時
に通す侵入口を医者に供与することができる。一実施形態では、接近部は所定の一定断面
積を有している。例えば、接近部は直径が一定の中空の管部材であって、円形、楕円形、
正方形、矩形、三角形、それ例外の多角形などの形状を呈しているとよい。
【０００９】
　或る実施形態では、接近部は拡張可能である。例えば、接近部は、変形することができ
るように可撓性の素材（例えば、ポリエーテルエーテルケトン、ポリプロピレン、シート
状金属など）から作成されているとよい。接近部は外科手術処置中は一時的に変形させる
ことができるようになっていてもよいし（例えば、医者の指で、または、外科手術器具ま
たは診断器具などの医療装置によって）、或いは、例えば開創器などのような器具を使っ
て変形状態のまま維持されるようにしてもよい。また別な実施形態では、接近部は多数部
材片の集成体であって（すなわち、２個以上の部材片から形成されている）、剛性の素材
から構成されており、多様な拡張を示しながら所望の位置で固定することができる。例え
ば、接近部は、収縮位置・未拡張位置と、完全に拡張した位置との間で段階的に移動して
固定することができる。
【００１０】
　拡張可能部は接近部に動作可能に取付けられる。拡張可能部には長手方向軸線、第１（
近位）端、および、第２（遠位）端が設けられている。拡張可能部の第１端は接近部の近
位に置かれ、第２端は外科手術部位の近位に設置することができるようにするとよい。一
実施形態では、拡張可能部は未拡張位置と拡張位置を呈することができるが、この場合、
拡張可能部は、拡張位置にある場合には、その第２端の断面積は未拡張位置にある場合よ
りも大きくなる。外科手術器具や診断器具、または、外科手術装置や診断装置、或いは、
それらは、拡張可能部を通過することにより、外科手術部位まで挿入することができるよ
うになる。
【００１１】
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　可動性部材は接近部と拡張可能部とを結びつけて、接近部が拡張可能部に対して多様な
自由度を有することができるように図っている。例えば、接近部は拡張可能部に対して６
種の自由度を示すことができ、すなわち、接近部はｘ軸、ｙ軸、ｚ軸のうちの少なくとも
１つに沿って並進し、ｚ軸を中心として（すなわち、接近部の長手方向軸線を中心として
）回転し、接近部、または、拡張可能部、又は、その両方の長手方向軸線を横断する平面
上の２本以上の軸線を中心として（例えば、ｘ軸、ｙ軸のうちの少なくとも１つを中心と
して）角度付けされる。ｚ軸は、接近部、または、拡張可能部、又は、その両方の長手方
向軸線と一線に整列していてもよい。操作者は並進、回転、および、角度付けを如何様に
でも組合わせて、個別に、または、同時に実施することができる。外科手術器具・外科手
術装置、または、診断器具・診断装置、或いは、それらを使って、医者は、拡張可能部の
内外へ接近部を移動させることができ、または、拡張可能部に相対的に左右前後に接近部
を移動させることができ、或いは、拡張可能部の内外へ接近部を移動させ、かつ、拡張可
能部に相対的に左右前後に接近部を移動させることができる。接近部をｚ軸沿いに並進さ
せることで、医者は外科手術処置中に患者の解剖学的構造を手で触診する（すなわち、感
触で、または、触感で試す）ことができるようになる。拡張可能部が拡張位置まで移動す
ると可動性部材は拡張し、拡張可能部が未拡張位置まで移動すると可動性部材は収縮する
。
【００１２】
　接近部が拡張可能部に相対的に移動することができる範囲で、可動性部材は接近部と拡
張可能部を何らかの態様で接続することができる。一実施形態では、可動性部材は接近部
と拡張可能部の周囲に設置することができる。特に、可動性部材は接近部の１点の周囲で
、かつ、拡張可能部の第１端の１点の周囲に設置される。また別な実施形態では、可動性
部材は拡張可能部の第２端に向けて伸張し、可動性部材は拡張可能部の大半を被覆するこ
とができるように図っている。
【００１３】
　拡張可能部の拡張時に、可動性部材は拡張可能部を被覆するよう伸展する。このような
構造は、拡張可能部が２個以上の部材片から作成されている場合には有益となる。部材片
が互いから分離するように移動すると、部材片と部材片の間に開口部が設けられることで
、拡張可能な接近装置の周囲の組織は拡張可能な接近装置の通路に進入することができる
ようになる。例えば、拡張可能部が１枚以上の刃を備えている実施形態では、刃にはエッ
ジが設けられており、未拡張位置では互いに隣接し合う刃のエッジが互いに近位に来るが
、拡張位置では互いに隣接し合う刃のエッジは互いから或る距離を置くことで、刃と刃の
間に開口部を設ける。可動性部材は障壁として作用し、拡張可能部の開口部を通って組織
（例えば、部分的に切除されていない組織）が通路に進入するのを阻止することができる
。
【００１４】
　使用にあたり、拡張可能部が未拡張位置に置かれている間は、拡張可能な接近装置は体
内に挿入することができる。拡張可能部は拡張位置まで移動させることができ、１個以上
の外科手術器具や診断器具、または、外科手術装置や診断装置、或いは、それらを通路に
挿入して外科手術処置を実施することができる。次に、拡張可能部に相対的に接近部を並
進させること、拡張可能部に相対的に接近部を回転させること、および、拡張可能部に相
対的に接近部を角度付けすることのうち、少なくとも１つの作業を医者が実施することが
できる。一実施形態では、接近部の長手方向軸線と拡張可能部の長手方向軸線を互いに相
対的に回転させること、接近部の長手方向軸線と拡張可能部の長手方向軸線を互いに相対
的に並進させること、接近部の長手方向軸線と拡張可能部の長手方向軸線を互いに相対的
に角度付けすることのうち、少なくとも１つの作業を医者が実施することができる。角度
付けは、多軸角度付け（例えば、ｘ平面とｙ平面上のいずれかの軸線を中心とした角度付
け）であってもよい。外科手術が完了した後で、拡張可能部は未拡張位置に移動させられ
て、体内から取り出される。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１５】
　本発明は添付の図面を参照することによりより良好な理解が得られるが、これら図面で
は、同一参照番号は同一構成部材を示している。図面は、単独で採用される機能部または
他の機能部と組合わせて採用される機能部を例示している具体例にすぎず、当然のことな
がら本発明は例示の実施形態に制限されるものではない。
【００１６】
　一般に、図１に例示されているように、本発明の拡張可能な接近装置１は、接近部３、
拡張可能部５、接近部３と拡張可能部５とを接続する可動性部材７、および、接近部３と
拡張可能部５の中を通って延びており、外科手術器具や診断器具、または、外科手術装置
や診断装置、或いは、それらを受け入れる管路・通路９を備えている。しかしながら、本
発明の多様な構成要素に対して施すことが出来る多数の修正および代用を当業者なら気づ
くものと理解するべきである。
【００１７】
　拡張可能な接近装置１は、脊椎に外科手術処置を実施するための観血を最小限に抑えた
進入システムとして使用される。例えば、拡張可能な接近装置１は、前から、横から、前
・横から、後から、腰椎、胸椎、頚椎の各々の領域に進入するために使用される。拡張可
能な接近装置１を使って、例えば、椎弓根ネジ固定術、椎間板切除術、脊椎関節突起切除
術、椎弓切除術などを実施することができるうえに、椎弓根ネジ、安定化ロッド、それ以
外の各種装置の設置などの１段階、または、多段階の後減圧・癒合の処置も同様に実施す
ることができる。更に、拡張可能な接近装置１はまた、非癒合性減圧術や運動能力保存外
科手術処置を目的として使用することもできる。拡張可能な接近装置１は脊椎外科手術処
置と関連づけて使用されるものとして、ここに記載されているが、どのような外科手術処
置を実施するのであれ、或いは、別途、体外から生体の内部に接近することができるよう
にするために（例えば、解剖学的構造を観察する目的で）上記以外の肉体のいずれの部分
においても装置１を使用することができることを、当業者なら容易に認識するだろう。従
って、位置、または、外科手術処置、或いは、その両方は、どのような態様であれそれに
限定するものと解釈するべきではない。更に、１個以上の拡張可能な接近装置１を１種類
の処置を実施するのに使うこともできることを当業者なら認識するだろう。例えば、左右
両側処置において、第２の拡張可能な接近装置１を第２の拡張可能な接近装置１と平行し
て使用してもよい。
【００１８】
　接近部３と拡張可能部５は、当該技術で周知の生体適合性素材から作成され、いかなる
態様であれそれに限定するとの意図はない。例えば、接近部３と拡張可能部５は、スチー
ル、チタニウム、アルミニウム、合金、複合物、可塑材、ラバー、重合体などから作成さ
れる。当業者なら容易に認識することであるが、接近部３と拡張可能部５は同一素材から
作成されていてもよいし、それぞれ異なる素材から作成されていてもよく、また、放射線
透過性でも放射線不透過性でもよい。接近部３、拡張可能部５のうちの少なくとも一方が
、放射線透過性である実施形態では、放射線不透過性マーカー（図示せず）が、接近部３
、拡張可能部５のうちの少なくとも一方に組み込まれるか、または、これら部材に装着さ
れるとよい。放射線不透過性マーカーは、医者が、接近部３、拡張可能部５のうちの少な
くとも一方を患者の解剖学的構造と相対的に適切に整列させるのを支援することができる
。拡張可能部５に関して、このような構造はX線で解剖学的構造の標識を視認する能力を
医者に供与すると同時に、体内における拡張可能部５の視覚的表示（すなわち、放射線不
透過性マーカー）を医者に供与する。接近部３と拡張可能部５を作成するために使用され
る素材を決定する際には、多様な要因が考えられるが、その具体例として、殺菌耐性、重
量、耐久性、汚れにくさ、装置１を把持するにあたり、特にラテックス手袋を使った場合
の握り易さ等が挙げられるが、これらに限定されない。
【００１９】
　接近部３は、皮膚に形成された切開部を通る外科手術用進入路を供与している。接近部
３は直径が一定の中空の管（断面積が一定）であって、近位端３ａと遠位端３ｂ（図２Ａ
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）が設けられており、近位端３ａは体外の皮膚切開部ＳＩより上位に設置され、遠位端３
ｂは体内の皮膚切開部ＳＩより下位に設置されるとよい。接近部３は当該技術で従来公知
の形状のどのようなものであってもよく、例えば、円形、楕円形、正方形、矩形、三角形
、多角形などが挙げられるが、これらに限定されない。例えば、接近部３は実質的に剛性
の管（例えば、ステンレス管）であって、肉厚が約0.4 mmから約0.6 mmの間であり、外側
寸法Ｄが約10 mmから約50 mmの間であるとよいが、後者の寸法は約20 mmから約40 mmの間
であるのが好ましい。当業者なら容易に認識することであるが、接近部３の寸法Ｄの大き
さは実施される外科手術処置の因子となることがある。しかしながら、接近部３は拡張可
能である場合もある点に注目するべきである。
【００２０】
　例えば、接近部３は寸法Ｄに沿って可変的に拡張可能である（すなわち、接近部３の寸
法は可変であり、または、断面積を場所ごとに異ならせることができる）。一実施形態で
は、接近部３は可撓性素材から作成されており（例えば、ポリエーテルエーテルケトン、
ポリプロピレン、シート状金属など）、寸法Ｄを引き伸ばすように変形させることができ
る。接近部３は外科手術処置中に一時的に変形させることができるようにしてもよいし（
例えば、医者の指で、または、外科手術器具または診断器具を使って）、または、例えば
開創器などのような器具を使って変形状態に維持されるようにしてもよい。
【００２１】
　また別な実施形態では、例えば図１Ａに例示されているように、接近部３は多数部材片
の集成体であり、剛性素材から構成されているとともに、所望の位置で可変拡張して固定
される。例えば、接近部３はその第１部分２０が第２部分２２に作動自在に接続されてお
り、第２部分にハンドル２４が設けられているようにするとよい。或る実施形態では、接
近部３はハンドル２４を備えていない。ハンドル２４は接近部３を手術台に取付けるため
に利用することができ、結果的には、拡張可能な接近装置を手術台に取付けることができ
る。特に、台座（例えば、剛性ロッドまたは可撓性ロッド）（図示せず）の一方端はハン
ドル２４に取付けられ、台座の他方端は手術台に取付けられるようにするとよい。更に、
外科手術装置（例えば、軽量の神経根開創器）を接近部３の上部３２に装着することがで
きる。
【００２２】
　接近部３の第１部分２０は１個以上のラチェット機構２６がそこに取付けられる。ラチ
ェット機構２６は第２部分の受け入れ部２８に受け入れられ、受け入れ部２８の内側を滑
動することができるようになっている。図１Ａに例示されているように、ロック機構３０
はラチェット機構２６と作動可能に関与しているようにしてもよい。ロック機構３０はロ
ック固定位置とロック解除位置の間で移動させることができるが、ロック固定位置（例え
ば、ハンドル２４から離隔する位置）ではラチェット機構２６を移動させ、したがって、
第１部分２０を第２部分２２に相関的に固定することができ、ロック解除位置（例えば、
ハンドル２４に向かう位置）ではラチェット機構２６を移動させ、したがって、第１部分
２０を第２部分２２と相関的に移動させることができる。
【００２３】
　接近部３は拡張位置と収縮・未拡張位置との間で漸増的に移動させることができる。一
実施形態では、接近部３の収縮・未拡張寸法Ｄは約30 mmであり、これは約2 mmずつ漸増
しながら約44 mmの拡張寸法Ｄまで拡張させることができる。接近部３は漸増移動しなが
ら適所に固定され、その範囲で外科手術処置が実施される。図１Ａの実施形態では、これ
らの増分はラチェット機構２６の歯と歯３４の間に間隔を設定する因子となる。
【００２４】
　拡張可能な接近部３は、外科手術部位を視認することができるし、または、外科手術部
位に接近する支援を行うことができるし、或いは、外科手術部位を視認して、外科手術部
位に接近する支援を行うことができる。更に、拡張可能な接近部３は、他の方法では直径
が一定の接近部３に挿入することができないかもしれない恐れ、または、直径が一定の接
近部３に嵌合させることができない恐れ、或いは、それらの両方の恐れがある外科手術器
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具または診断器具（例えば、特大寸法または寸法が一定でない外科手術器具または診断器
具）を使用することができるようにする。更に、拡張可能な接近部３により医者はより複
雑な外科手術処置（３段階癒合や４段階癒合など）を実施することができるようになる。
拡張可能な接近部３は、観血を最小限に抑えた処置を実施中の医者の学習曲線および安逸
レベルに適合させることもできる。例えば、観血を最小限に抑えた技術の経験が浅い医者
は、接近部３を拡張位置にした状態で（例えば、接近部３を拡張させて、寸法Ｄを約44 m
mにすることができるようにして）前半の各種処置を実施することができる。後半の各種
処置では、医者は、観血を最小限に押さえた技術の経験を積んでから、または、自己の習
熟度が高まると、或いは、観血を最小限に押さえた技術の経験を積み、かつ、自己の習熟
度が高まると、内部が処置を実施する場となる接近部の寸法Ｄを減じることができるよう
になる。
【００２５】
　再度、図１を参照すると、拡張可能部５は接近部３と作動可能に関係付けられるととも
に、未拡張位置と拡張位置の間で移動させることができるのであれば、どのような構造で
あってもよいが、そのような構造の具体例として、後述するような実施形態や、米国特許
第6,312,443号に例示されているものが挙げられる。拡張可能部５には第１端１１と第２
端１３が設けられており、第１端１１は接近部３の遠位端３ｂ（図２Ａ）より近位に設置
され、第２端１３は接近部３の遠位端３ｂより遠位で尚且つ外科手術作業面SWLに隣接し
ている位置に設置される。更に、拡張可能部５の第１端１１の付近における断面積、また
は、拡張可能部５の第２端の付近における断面積、或いは、その両方は、拡張可能部５が
未拡張位置から拡張位置に移動させられるにつれて、寸法を増していくことができる。こ
のようにして、拡張可能部５の中の通路９の寸法は作業面積９ａを大きくするように増大
させることができる。更に、拡張可能部５の第１端１１の付近における断面積、または、
拡張可能部５の第２端の付近における断面積、或いは、その両方は、拡張可能部５が拡張
位置から未拡張位置に移動させられるにつれて、寸法を低減していくことができる。１個
以上の器具（図示せず）を拡張可能部と併用して、拡張可能部を拡張位置と未拡張位置の
間で移動させることができるようにすることもできることを、当業者なら認識するだろう
。
【００２６】
　接近部３と同様に、拡張可能部５は、拡張位置、または、未拡張位置、或いは、その両
方で、どのような形状であってもよいが、例えば、円形、円錐形、楕円形、正方形、矩形
、三角形、多角形などがある。一実施形態では、拡張可能部５は、未拡張位置にある時に
は、接近部３と同じ形状を呈する。拡張可能部５は、未拡張位置にある場合、その外側寸
法が、例えば、約10 mmと約50 mmの間であり、約20 mmと約40 mmの間であるのが好ましい
。拡張可能部５は、拡張位置にある場合、その第１端１１の寸法は、例えば、約10 mmと
約100 mmの間であり、約40 mmと約60 mmの間であるのが好ましい。更に、拡張可能部５は
、拡張位置にある場合、その第２端１３の大きいほうの寸法Ｍは、例えば、約30 mmから
約100 mmの間であり、約80 mmから約90 mmの間であるのが好ましい。拡張可能部５の寸法
は、接近部３の寸法Ｄよりも大きくなるか、等しくなるか、または、小さくなるように設
定することができる点に注目するべきである。当業者なら容易に認識することであるが、
拡張可能部５の第１端１１の付近の領域の寸法、または、拡張可能部５の第２端１３の付
近の領域の寸法、或いは、その両方は、実施されている外科手術処置の因子となる。
【００２７】
　更に、拡張可能部５は適所にロック固定することができるような構成になっているとよ
い。一実施形態では、拡張可能部５は完全に拡張した位置まで開かされてから適所で固定
される。別な実施形態では、拡張可能部５は可変的に拡張され、収縮・未拡張位置と完全
に拡張した位置との間の１箇所以上の中間位置でロック固定される。例えば、拡張可能部
５の第２端１３の未拡張寸法Ｍが約30 mmで拡張寸法Ｍが約85 mmである実施形態では、拡
張可能部５は、第２端１３の寸法が約45 mm、55 mm、65 mm、75 mm、85 mmのうちの少な
くとも１つとなる各種増分で適所にロック固定される。或るロック位置から次のロック位
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置までの増分にどのような値でも採用できることを、当業者なら認識するだろう。例えば
、拡張可能部５は、拡張位置と未拡張位置の間で移動した際の、ロック固定される増分と
して、5 mmきざみ、10 mmきざみ、15 mmきざみ、20 mmきざみなどが挙げられる。或る実
施形態では、拡張可能部は場所ごとに複数の異なる増分で動かすこともできる（例えば、
第２端１３の寸法Ｍは45 mm、50 mm、60 mm、および、85 mmでロック固定される）。可変
的に拡張する拡張可能部５により、実施される外科手術処置と患者の解剖学的構造に基づ
いて、医者が組織の開創寸法を最小限に留めることができるようにすることで、外科手術
処置中の組織外傷を最小限に抑えることができる。
【００２８】
　接近部３および拡張可能部５は可動性部材７によって相互接続されるが、この可動性部
材は拡張可能部５に対して接近部３を緩く圧迫することで、接近部３が拡張可能部５に相
関的に移動することができるようにする。一実施形態では、可動性部材７はエラストマー
材の薄いシートである。可動性部材７は１個以上の構成要素から作成されており、また、
拡張可能部５に相対的な所定位置（すなわち、静止位置）に接近部３を保持することがで
きる。図１に最も良好に例示されているように、可動性部材７は接近部３と拡張可能部５
の両方の周囲に設置される。例えば、可動性部材７は接近部３の一部（例えば、遠位端３
ｂ）の周囲で尚且つ拡張可能部５の第１端１１の周囲に設置され、拡張可能部５の第２端
１３に向けて下方向に延在している。これに代わる例として、可動性部材７は、接近部３
の内側に設置されていてもよいし、または、拡張可能部５の内側に設置されていてもよい
し、或いは、接近部３の内側で、拡張可能部５の内側に設置されていてもよい。例えば、
可動性部材７は接近部３の周囲で、且つ、拡張可能５の内側に設置されてもよいし、また
は、拡張可能５の周囲で、且つ、接近部の内側に設置されてもよい。しかしながら、接近
部３が拡張可能部５に相対的に移動することができる限り、可動性部材７はどのような態
様で接近部３と拡張可能部５とを接続するものであってもよい。更に、可動性部材７は、
接近部３に接続され、または、拡張可能部５に接続され、或いは、その両方に接続される
が、その接続手段は当該技術で従来公知であれば如何なる方法であってもよく、例えば、
粘着、粘着性接着、クリップ留め、ピン留め、重畳成形／重畳接着などが挙げられる。
【００２９】
　可動性部材７は、外科手術器具または診断器具、外科手術装置、医者の指（１本または
複数本）のうちの少なくとも１つによって伸ばされる能力、または、操作される能力、或
いは、その両方の能力を備えているため、接近部３は拡張可能部５に相関的に多数種類の
自由度を呈することができる。例えば、可動性部材７により接近部３は拡張可能部５に関
して３次元領域を移動することができる。すなわち、可動性部材７により接近部３は拡張
可能部５に関しては横方向に、拡張可能部５に関しては縦方向に、拡張可能部５に関して
は内外に移動することができるようになる。可動性部材７により接近部３が自由度６を示
すことができるようにするのがより好ましいが、６種類の自由度の例として、ｘ軸、ｙ軸
、ｚ軸のうちの少なくとも１つに沿った（例えば、上、下、左、右、前、後の各方向への
）並進、ｚ軸を中心とした（すなわち、接近部３の長手方向軸線を中心とする）回転、ま
たは、接近部３、または、拡張可能部５、或いは、それらの長手方向軸線を横断する平面
内の２本以上の軸線を中心とした（例えば、ｘ平面、または、ｙ平面のうちの少なくとも
１ついずれかの軸線を中心とした）角度付け、或るは、それらの両方が挙げられる。操作
者は拡張可能部５に相関的に２本以上の軸線を中心として同時に接近部３を角度付けする
ことができる（すなわち、多軸角度付け）。更に、操作者は、並進、回転、および、角度
付けを組合せたものを同時に実施することができる。
【００３０】
　接近部３は静止位置から並進して、例えば、ｙ軸およびｚ軸に沿って約±15 mmから約
±30 mmの範囲を移動し、接近部３がｙ軸とｚ軸に沿って並進することのできる総合距離
が約30 mmから約60 mmの範囲になるようにすることができる。接近部３は静止位置から並
進して、例えば、ｘ軸に沿って約±10 mmから約±20 mmの範囲を移動し、接近部３がｘ軸
に沿って並進することのできる総合距離が約20 mmから約40 mmの範囲になるようにするこ
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とができる。更に、接近部３は静止位置を起点に回転して、例えば、ｚ軸を中心として約
±30度から約±90度の範囲を移動し、接近部３がｚ軸を中心として回転することのできる
総合角度が約60度から約180度の範囲になるようにすることができる。接近部３はまた静
止位置を起点として回転し、例えば、ｘ軸を中心として約±45度から約±60度の範囲を移
動し、接近部３がｘ軸を中心として回転することのできる総合角度が約90度から約120度
の範囲になるようにすることができる。更に、接近部３は静止位置を起点に回転し、例え
ば、ｙ軸を中心として約±20度から約±45度の範囲を移動し、接近部３がｙ軸を中心とし
て回転することのできる総合角度が約40度から約90度の範囲になるようにすることができ
る。接近部３は、個別に、または、同時に、ｘ軸、ｙ軸、ｚ軸のうちの少なくとも１つを
中心として回転され、角度付けされ、更に、これらの軸に沿って並進させられる。しかし
ながら、接近部３の回転、角度付け、および、並進の何らかの組合せが構想されることを
、当業者なら認識するだろう。
【００３１】
　ｘ軸、ｙ軸、ｚ軸のうちの少なくとも１つに沿った並進、ｚ軸を中心とした回転、また
は、ｘ軸、ｙ軸のうちの少なくとも１つを中心とした角度付けのうちの少なくとも１つに
より、医者は外科手術器具または診断器具、または、外科手術装置または診断装置、或い
は、それらを操作することができるようになり、例えば、椎弓根ネジや癒合装置などを挿
入する際に、適切な軌跡を達成することができるようになる。ｚ軸沿いの並進によって、
外科手術処置中に解剖学的構造を手で触診することができるようになる（すなわち、医者
が接近部３を自分の１本または複数本の指で拡張可能部５に相関的に上下動させることが
できるようになる）点に注目するべきである。
【００３２】
　可動性部材７は、組織が通路９に侵入するのを阻止するような寸法および形状に設定さ
れている。すなわち、可動性部材７は、拡張可能部の手術領域９ａの一部にでも柔組織が
侵入するのを阻むのが好ましい。可動性部材７は当該技術で従来公知の素材から作成され
るが、具体例として、可塑材、ラバー、金属、複合材などが挙げられるが、これらに限定
されない。可動性部材７は放射線透過性であってもよいし、放射線不透過性であってもよ
く、また、透明または不透明である素材から作成される。可動性部材７を作成するために
使用される素材を決める際には多様な因子が考えられるが、その具体例としては、素材が
伸ばされた後で元の寸法に戻る能力、殺菌処理に耐える能力、重量、耐久性、汚れにくさ
、装置１を把持するにあたり、特に、外科手術中に広く使用されるラテックス手袋を使っ
た場合の握り易さなどが挙げられるが、これらに限定されない。可動性部材７は可撓性に
富むエラストマー材（天然または合成）または重合体から作成される。例えば、可動性部
材７はシリコーンゴムまたはウレタンから作成される。可動性部材に適した素材を選択す
る際には多様な因子が考えられるが、例えば、生体適合性、拡張可能部５に相対的に、接
近部３の並進、回転の少なくとも１つを行うことができるようにする能力などがある。
【００３３】
　接近部３と可動性部材７は、多数の互いに異なる寸法で異なる形状の拡張可能部のうち
のいずれか１個に係合するような寸法と形状に設定された１個の予備組立てユニットとし
て供与される。接近部３と可動性部材７は使い捨てできる組立体として製造されるが、拡
張可能部５は再利用可能な組立体として製造される。一実施形態では、拡張可能な接近装
置１は全体が使い捨てできる装置として製造される。これに代わる例として、拡張可能な
接近装置１は全体が再利用可能な装置として製造され、この場合、構成要素は、各々が滅
菌処理することができる。
【００３４】
　図２Ａから図２Ｃは、拡張可能な接近装置１００の具体的な実施形態を例示している。
拡張可能な接近装置１００は接近部３、拡張可能部１０５、および、可動性部材７を備え
ている。前述のように、可動性部材７は接近部３を拡張可能部１０５と相互接続し、接近
部３が拡張可能部１０５おり、拡張可能部１０５を閉じた形状に維持するのを助ける。
【００３５】
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　図３Ａから図３Ｃに例示されているように、拡張可能部１０５は第１部材１０２と第２
部材１０４を備えており、これら部材は旋回点Ｈで旋回自在に接続される。図示のように
、第１部材１０２は第１の刃１０６と第１のハンドル部１０８を備えている。同様に、第
２部材１０４は第２の刃１１０と第２のハンドル部１１２を備えている。第１の刃１０６
と第２の刃１１０は湾曲しており（例えば、Ｕ字型や半円形など）、長さＬが、例えば、
約25 mmから約70 mmの間であるが、約40 mmと約50 mmの間であるのが好ましい。刃１０６
と刃１１０はどのような形状であってもよい（例えば、真直ぐ）ことを、当業者なら認識
するだろう。更に、当業者なら容易に分かることであるが、長さＬは、装置１００を使っ
て外科手術処置を実施する場合の体内の位置の因子である。図３Ａおよび図３Ｂで最もよ
く分かるように、拡張可能部１０５は、未拡張位置にある場合は、その外径が、例えば、
約10 mmから約50 mmの間であるとよいが、約20 mmから約40 mmの間であるのが好ましい。
【００３６】
　使用にあたり、拡張可能な接近装置１００の拡張可能部１０５は、患者の組織に設けら
れた切開部を通して患者の体内に挿入することができる。拡張可能部１０５は未拡張位置
で患者に挿入することができるようにするのが好ましい。その後、医者がハンドル部１０
８、１１２を絞ることにより、刃１０６、１１０を互いから離れる方向に移動させ、拡張
可能部１０５が拡張位置に来るようにする。拡張可能部１０５は可変ロック固定機構１１
４を備えており、この機構が第１ハンドル部１０８と第２ハンドル部１１２とを接続して
、刃１０６と刃１１０が互いに相関的に運動し、選択された増分で固定されるようにする
。
【００３７】
　図３Ｃで最もよく分かるが、拡張可能部１０５は、拡張位置にある場合は、その上位寸
法ＵＤが、例えば、約10 mmから約100 mmの間であるとよいが、約40 mmから約60 mmの間
であるのが好ましい。拡張可能部１０５は下位寸法が、例えば、約30 mmから約100 mmの
間であるとよいが、約80 mmから約90 mmの間であるのが好ましい。このような構成により
、外科手術作業平面SWLに接近できるようになる。当業者なら容易に分かることであるが
、上位寸法ＵＤ、下位寸法ＬＤ、或いは」、その両方は、実施される外科手術処置の因子
である。
【００３８】
　図３Ａで最もよく分かるが、第１ハンドル部１０８には上位ハンドル部１０８ａが、第
２ハンドル部１１２には上位ハンドル部１１２ａがそれぞれ設けられており、上位ハンド
ル部１０８ａは下位ハンドル部１０８ｂに、上位ハンドル部１１２ａは下位ハンドル部１
１２ｂにそれぞれ着脱自在に取付けられている。上位ハンドル部１０８ａ、１１２ａが下
位ハンドル部１０８ｂ、１１２ｂにそれぞれ接続される態様は当該技術で従来公知であれ
ばどのようなものでもよく、例えば、ボルト、ネジ、クリップなどがあるが、これらに限
定されない。下位ハンドル部１０８ｂ、１１２ｂはピンを備えており、このピンはそれぞ
れの下位ハンドル部の端部から延びて、上位ハンドル部１０８ａ、１１２ａに形成されて
いる孔と組になって嵌合するようになっている。これに代わる例として、上位ハンドル部
１０８ａ、１１２ａはピンを組み込んでおり、下位ハンドル部１０８ｂ、１１２ｂが穿孔
を組入れているようにしてもよい。使用にあたり、拡張可能な接近装置１００が体内に挿
入完了して拡張状態になってしまえば、着脱自在なハンドルにより上位ハンドル部１０８
ａ、１１２ａを下位ハンドル部１０８ｂ、１１２ｂからそれぞれ取外すことができるよう
にするとよい。このように、上位ハンドル部１０８ａ、１１２ａは、拡張可能な接近装置
１００の中で外科手術処置を医者が実施するのを妨げることがない。処置が完了した後で
、上位ハンドル部１０８ａ、１１２ａはそれぞれに下位ハンドル部１０８ｂ、１１２ｂに
再度取付けることができるため、拡張可能部１０５を収縮させて未拡張位置に戻し、体外
へ取り出すことができるようになっている。
【００３９】
　図４Ａは、拡張可能部のまた別な具体的な実施形態、すなわち、拡張可能部２０５を例
示している。図示のように、拡張可能部２０５は第１の刃２０２、第２の刃２０４、およ
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び、第３の刃２０６を備えている。刃２０２、２０４、２０６は湾曲していてもよいし（
例えば、Ｕ字型や半円形など）、または、真直ぐでもよい。刃２０２、刃２０４、刃２０
６のうちの少なくとも１つは、柔組組織の侵入に対する改良された障壁を供与する。第２
の刃２０４と第３の刃２０６は第１の刃２０２に旋回自在に接続される。図４Ａに例示さ
れているように、第２の刃２０４と第３の刃２０６は独立した旋回点Ｐで第１の刃２０２
に旋回自在に接続されているが、これら旋回点の軸線は互いに対して平行な軸線または或
る角度を成している軸線であってもよい（例えば、直角、斜角など）（すなわち、これら
軸線は互いに交差している）。旋回点Ｐの軸線が互いに平行である実施形態では、第２の
刃２０４と第３の刃２０６を開かせて互いから離散させると、第１の刃２０２は静止状態
に保たれる。旋回点Ｐの軸線が互いに角度を成している実施形態では、第２の刃２０４と
第３の刃２０６が開いて離れると、第１の刃２０２は第２の刃２０４および第３の刃２０
６から離れる方向に移動することができる。これに代わる例として、第２の刃２０４と第
３の刃２０６は１個の旋回点で第１の刃２０２に旋回自在に接続される。使用にあたり、
１個以上の器具（図示せず）が手術領域９ａに挿入され、未拡張位置と拡張位置の間で拡
張可能部２０５を移動させるために使用される。当業者なら容易に分かることだが、拡張
可能部２０５が備えている刃の個数は何枚でもよい。
【００４０】
　例えば、図４Ｂは、拡張可能な接近装置２００ａが４枚の刃を備えているのを例示して
いる。図示のように、拡張可能な接近装置２００ａは接近部２０７と拡張可能部２０５ａ
を備えている。可動性部材（図示せず）は接近部２０７と拡張可能部２０５ａとを相互接
続し、接近部２０７がｘ軸、ｙ軸、ｚ軸のうちの少なくとも１つを中心として自由に回転
し、それらの軸を中心として自由に角度付けすることができ、または、それらの軸に沿っ
て自由に並進することができ、或いは、その両方を行うことができるようにしている。接
近部２０７には張出し部２０７ａが設けられており、この張出し部は表面積を増やして可
動性部材と係合することができるようにするとともに、接近部２０７が拡張可能部２０５
ａに相対的に移動させられる場合に、可動性部材を移動させるのを支援することができる
。
【００４１】
　拡張可能部２０５ａは第１の刃２１０、第２の刃２１２、第３の刃２１４、および、第
４の刃２１６を備えている。刃２１０、刃２１２、刃２１４、刃２１６のうちの少なくと
も１つは、柔組織が侵入するのに対する改良された障壁を設けている。第１の刃２１０と
第２の刃２１２は同じ構造にすることができる（例えば、同じ寸法、同じ形状、同じ配置
など）。更に、第３の刃２１４と第４の刃２１６が同じ構造にすることができる。第３の
刃２１４と第４の刃２１６は第１の刃２１９と第２の刃２１２の各々に旋回自在に接続さ
れる。詳細に説明すると、第３の刃２１４は旋回点２１８で第１の刃２１０に旋回自在に
接続され、旋回点２２０で第２の刃２１２に旋回自在に接続される。更に、第４の刃２１
６は旋回点２２２で第１の刃２１０に旋回自在に接続され、別な旋回点（図示せず）で第
２の刃２１２に接続されている。旋回点２１８、２２２は、互いに平行であるか、または
、互いに関して或る角度付けされているか（例えば、直角、斜角など）（すなわち、軸線
は互いに交差している）、いずれかである軸線を有している。同様に、旋回点２２０と第
２の刃２１２の旋回点（図示せず）は、互いに平行であるか、または、互いに関して或る
角度付けされているか（例えば、直角、斜角など）（すなわち、軸線は互いに交差してい
る）、いずれかである軸線を有している。旋回点の軸線が互いに平行である実施形態では
、第３の刃２１４および第４の刃２１６が開いて互いから離散すると、第１の刃２１０、
第２の刃２１２のうちの少なくとも１つは、静止状態に保たれる。旋回点の軸線が互いに
関して或る角度付けをされる実施形態では、第３の刃２１４と第４の刃２１６が開いて離
れると、第１の刃２１０と第２の刃２１２は互いから離れる方向に移動することができる
。このような構成では、第１の刃２１０の遠位端２１０ａと第２の刃２１２の遠位端２１
２ａはそれぞれ、互いから離れる方向に移動し、第３の刃２１４の遠位端２１４ａと第４
の刃２１６の遠位端２１６ａはそれぞれ、互いから離れる方向に移動する。
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【００４２】
　第１の刃２１０と第２の刃２１２が離散する方向に移動すると、または、第３の刃２１
４と第４の刃２１６が離散する方向に移動すると、或いは、第１の刃２１０と第２の刃２
１２が離散する方向に移動し、かつ第３の刃２１４と第４の刃２１６が離散する方向に移
動すると、手術領域９ａの寸法は拡大される。使用にあたり、１個以上の器具（図示せず
）が通路９を通して挿入されてから手術領域９ａに進入させられ、未拡張位置と拡張位置
の間で拡張可能部２０５ａを移動させるために使用される。
【００４３】
　図４Ｂに例示されているように、ハンドル部材２５０は接近部２０７に取付けられる。
ハンドル部材２５０は別個の部材片であってもよいし、または、接近部２０７と一体に形
成されていてもよい（ハンドル部材２５０と接近部２０７は、例えば、図１Ａに例示され
ているように、単体部材である）。更に、ハンドル部材２５０を使って接近部２０７を手
術台に接続し、手術中に拡張可能な接近装置２００ａが患者の肉体に関して適所に保持さ
れるようにしてもよい。ハンドル部材２５０はリング２５２と、このリング２５２から張
出している突縁２５４とを備えている。リング２５２は接近部２０７に接続されるか、そ
の周囲に設置され、台座（図示せず）（例えば、剛性ロッドまたは可撓性ロッドなど）は
突縁２５４に取付けられて、ハンドル部材２５０を手術台に固定することができるように
図っている。拡張可能な接近装置を手術台に接続するのに、ハンドル部材２５０は拡張可
能な接近装置の実施形態のいずれのものと併用されてもよい。更に、ハンドル部材２５０
の寸法と形状は、外科手術器具または診断器具（例えば、軽量の神経根開創器など）をそ
こに装着することができるように設定されている。
【００４４】
　図５は、拡張可能な接近装置の代替の実施形態、すなわち、拡張可能な接近装置３００
を例示している。図示のように、拡張可能な接近装置３００は接近部３、拡張可能部３０
５、および、可動性部材７を備えており、可動性部材は、前述のように、接近部３を拡張
可能部３０５に接続して、接近部３が拡張可能部３０５に関して自由に移動することがで
きるようにしている。装置３００には、その中を通って延びる通路９が更に設けられてい
る。
【００４５】
　図６Ａに例示されているように、拡張可能部３０５は第１部材３０２と第２部材３０４
を備えており、これらは同じ構成であってもよい。第１部材３０２と第２部材３０４は可
撓性に富み、例えば、これらは可撓性の生体適合性重合体（ポリエーテルエーテルケトン
、ポリプロピレンなど）から、または、１枚の薄いシート金属片から作成されて、第１部
材３０２と第２部材３０４の輪郭を自由に合わせることができるようにするとよい。図６
Ａおよび図６Ｂに最もうまく例示されているが、第１部材３０２は受け入れ部３１０とフ
ラップ３０６を、第２部材３０４は受け入れ部３１０ａとフラップ３０６ａを備えており
、フラップは配備用通路３０８、３０８ａを定めている。第１部材３０２と第２部材３０
４の寸法と形状は、第１部材３０２のフラップ３０６が第２部材３０４の受け入れ部３１
０ａに挿入されるように設定されているとよい。同様に、第２部材３０４のフラップ３０
６ａは第１部材３０２の受け入れ部３１０に挿入される。フラップ３０６、３０６ａは複
数の歯３１２が形成されており、受け入れ部３１０ａ、３１０とそれぞれに組になって噛
合して、使用時には、受け入れ部３１０、３１０ａが配備用通路３０８ａ、３０８に沿っ
てそれぞれに移動させることができるようになっているとともに、配備用通路の長尺部に
沿って選択的に固定することができるようになっている。配備用通路３０８、３０８ａは
湾曲しており、最適な配備運動学に備えている。このような構成により、拡張可能部３０
５が拡張位置と未拡張位置の間で移動すると、第１部材３０２と第２部材３０４は互いに
相関的に並進（滑動）および回転することができる。使用時には、１個以上の器具が通路
９に挿入されて、拡張可能部３０５を拡張させることができ、または、拡張可能部３０５
を収縮させることができ、または、拡張可能部３０５を拡張させて収縮させることができ
る。
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【００４６】
　図７は、拡張可能部３０５が未拡張状態にあって、第１部材３０２および第２部材３０
４の可撓性の側面が中央の管状の幾何学的構造から離れる方向に延びているのを例示して
いる。第１部材３０２と第２部材３０４の可撓性の側面は自らを包み込むように設定され
、更に、可動性部材７により実質的に管状の幾何学的形状に保たれる。拡張可能部３０５
は未拡張位置まで収縮し、その外側寸法が接近部３の外側寸法Ｄと同じ程度になるように
することができる。拡張可能部３０５は、図５および図６Ａに最もうまく例示されている
ように、拡張位置にある場合は、張出して楕円形状を呈する。拡張可能部３０５は、拡張
位置にある時は、その大きいほうの寸法Ｍが少なくとも約85 mmになるようにするとよい
。寸法Ｍの大きさは、主として、部位と実施される外科手術処置に基づいて定めるとよい
。
【００４７】
　図８Ａは、本発明の拡張可能な接近装置のまた別な実施形態を例示している。図示のよ
うに、拡張可能な接近装置４００は接近部３、拡張可能部４０５、および、接近部３と拡
張可能部４０５を接続して接近部３が拡張可能部４０５に関して自由に移動することがで
きるようにした可動性部材７を備えている。拡張可能な接近装置４００には、その中を延
びる通路９も設けられている。
【００４８】
　当業者なら容易に認識することであるが、拡張可能部４０５の構造は、自らの上に折畳
まれることで（例えば、拡張可能部４０５が平坦になったり、円筒状になったりするよう
に）収縮して未拡張位置に至る構造ならどのようなものでもよい。例えば、装置４００の
一実施形態では、拡張可能部４０５は１個以上の「一体ヒンジ（蝶番）」を有している。
このような構成では、拡張可能部４０５は生体適合性素材からなる単一部材片から構成さ
れており、この中に１個以上のヒンジ４０７が形成され、成形され、または、切り込まれ
ている。拡張可能部４０５は当該技術で従来公知の何らかの素材から作成されていればよ
いが、例えば、生体適合性で可撓性に富む重合体（例えば、ポリエーテルエーテルケトン
、ポリプロピレンなど）が挙げられる。ヒンジ４０７は厚みが小さくされた部分が素材中
に形成されたものでもよく、従って、可撓性に富んでいる。ヒンジ４０７はバネとして作
用することもあり、このようなバネ作用により、拡張可能部４０５は撓むことができるう
えに、拡張位置に向けて偏倚することもできる。「一体ヒンジ」配置で、別個のヒンジ部
材片によって２個の素材部材片が一緒に接合される必要を排除することもできる。しかし
ながら、拡張可能部４０５の別な実施形態には１個以上の別個のヒンジが設けられて、２
個以上の素材部材片を接合することができることに注目するべきである。更に、「一体ヒ
ンジ」配置により、拡張可能部４０５は拡張および収縮しながらも、拡張可能部４０５に
開口、空隙、または、孔を設けることがない。
【００４９】
　拡張可能部４０５は第１壁部４０９、第２壁部４１１、第３壁部４１２を有している。
同じ一組の壁部（図示せず）が拡張可能部４５０の残余の部分を形成し、ヒンジ４０７に
よって第２壁部４１１および第３壁部４１２に接続されている。ヒンジ４０７は第１壁部
４０９と第２壁部４１１と第３壁部４１２の隣接するいずれか２つの間に配置されている
。ヒンジ４０７は拡張可能部４０５の複数の異なる位置に設置されていることを、当業者
なら認識するだろう。例えば、図８Ｂに例示されているように、ヒンジ４０７は、第１壁
部４１４が第２壁部４１５と第３壁部４１６の間に位置決めされるように設置されてもよ
い。
【００５０】
　使用にあたり、拡張可能部４０５の形状は、図示していない管（例えば、カニューレ）
の内側に嵌め込まれて、拡張可能な接近装置４００が体内に挿入されるように設定される
。拡張可能部４０５は自らの上に折畳まれて、外側の寸法または外径が、例えば、少なく
とも30 mmになるようにしてもよい。拡張可能な接近装置４００を体内に挿入するために
、拡張可能部４０５、又は、接近部３、又は、その両方は、管の内側に設置されて、拡張
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可能部４０５が未拡張位置に来るようにするとよい。しかしながら、拡張可能部４０５を
未拡張位置に維持することができる構造であれば、上記以外の如何なる構造を利用しても
よいことが分かる。管および拡張可能部４０５が体内の外科手術部位の近位に設置される
と、管は体内から引き出され、それにより、拡張可能部４０５を拡張位置へ移動させるこ
とができるようにする。外科手術処置は拡張した装置の中で実施される。
【００５１】
　拡張可能部４０５を体内から取り出すために、管は接近部３と拡張可能部４０５の上を
伝って体内に挿入し直される。管が拡張可能部４０５の上を伝って移動するにつれて、拡
張可能部４０５は未拡張位置に移動する。拡張可能部４０５が未拡張位置まで移動完了し
てしまうと、または、管の中に収められてしまうと、或いは、未拡張位置まで移動完了し
て管の中に収められてしまうと、管と拡張可能な接近装置４００が体内から取り出される
。また別な実施形態では、拡張可能部４０５は、体内への挿入を行うために、または、体
内からの取出しを行うために、或いは、体内への挿入と、体内からの取出しの両方を行う
ために、平坦にされる。１個以上の器具を使って拡張可能部４０５を、拡張位置、または
、未拡張位置、或いは、その両方の位置へ移動させることができることを、当業者なら認
識するだろう。
【００５２】
　図９から図１３は、拡張可能な接近装置のまた別な実施形態、すなわち、拡張可能な接
近装置５００を例示している。拡張可能な接近装置５００は接近部３、拡張可能部５０５
、および、可動性部材７を備えており、可動性部材は接近部３と拡張可能部５０５を接続
して、接近部３が拡張可能部５０５に関して自由に移動することができるように図ってい
る。拡張可能な接近装置５０５には、その中に延在する通路９も設けられている。
【００５３】
　拡張可能な接近装置５００は、図９に最も良好に例示されている未拡張位置と図１０お
よび図１１に最も良好に例示されている拡張位置との間を移動することができる。拡張可
能部５０５が拡張すると、可動性部材７が伸びる。可動性部材７は、図１０に例示されて
いるように、拡張可能部５０５の大半の部分を被覆し、または、図１１に例示されている
ように、拡張可能部５０５のわずかな部分を被覆する。可動性部材７の寸法は、作業領域
９ａに柔組織が侵入するのを制限する必要性で決まる。
【００５４】
　図１２に例示されているように、拡張可能部５０５には第１部分５１０と第２部分５２
０が設けられており、ここでは、拡張可能部５０５の第１部分５１０と第２部分５２０は
１個以上のヒンジ部材によって相互接続されている。ヒンジ部材の寸法と形状は、拡張可
能部が可動性部材７の荷重の元で、配備を行えるように設定されるとよいし、または、収
縮を行えるように設定されるとよいし、或いは、配備して収縮を行えるように設定される
とよい。より詳細に説明すると、拡張可能部５０５に設けられている第１部分５１０と第
２部分５２０は、２個以上のヒンジ５１４によって取付けられている。図１２は４個のヒ
ンジ５１４を有している実施形態を例示している。ヒンジ５１４は第１ヒンジ部材５１４
ａと第２ヒンジ部材５１４ｂを含み、これら両部材は旋回接続部５１６で互いに旋回自在
に接続されているとともに、第１ヒンジ部材は第１部分５１０に、第２ヒンジ部材は第２
部分５２０に旋回自在に接続されている。１個以上のヒンジ５１４は、例えば、第１ヒン
ジ部材５１４ａと第２ヒンジ部材５１４ｂが互いに関して約180度、または、それ未満の
角度αになるまで拡張可能部５０５を開くことにより、選択的に固定される。しかしなが
ら、１個以上のヒンジ５１４を選択的に固定する上述以外の手段を構想してもよい点に注
目するべきである。通路９を通して第１部分５１０と第２部分５２０の中間点に挿入する
ことができる装置（図示せず）によって、ヒンジ５１４はロック固定されたりロック解除
され、拡張可能部５０５は拡張されたり収縮されたりする。
【００５５】
　図１３に例示された未拡張位置では、第１ヒンジ部材５１４ａ、５１４ｂは、第１部分
５１０に形成されている窪み５１８の内側と第２部分５２０に形成されている窪み５２２
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の内側の第１部分と第２部分５２０の間に設置される。このようにして、拡張可能部５０
５は未拡張位置では形状が管状であり、第１部分５１０と第２部分５２０は互いに関して
実質的に同一平面上にくるようになる。更に、拡張可能部５０５は、未拡張位置にある場
合に、寸法および形状が管（例えば、カニューレなど）の内側に嵌合するように設定する
ことができるが、管の寸法または直径は、例えば、少なくとも約30 mmである。この管を
使って、拡張可能な接近装置５００を体内に挿入することができ、または、拡張可能な接
近装置５００を体内から取出すことができ、或いは、拡張可能な接近装置５００を体内に
挿入し、体内から取出すことができるが、これは、装置４００を挿入及び取出しするため
の上述の方法に類似している。
【００５６】
　図１４Ａは、代替の拡張可能な接近装置６００を例示している。図１４Ａに例示されて
いるように、拡張可能な装置６００は接近部３、拡張可能部６０５、および、可動性部材
７を備えているが、可動性部材７は接近部３を拡張可能部６０５に相互接続し、接近部３
が拡張可能部６０５に関して移動することができるようにしている（例えば、接近部３は
ｘ軸、ｙ軸、ｚ軸のうちの少なくとも１つに沿って並進し、これらの軸を中心として角度
付けされることができ、または、これらの軸を中心として回転することができ、或いは、
その両方を行うことができる）。拡張可能な接近装置６００には、その中を延びて通路９
が設けられている。
【００５７】
　拡張可能部６０５は第１部分６１０および第２部分６２０を有しており、この場合、拡
張可能部６０５の第１部分６１０と第２部分６２０は１個以上のヒンジ部材によって相互
接続されているとよい。例えば、第１部分６１０はその遠位端６１０ａの近位で、第２部
分６２０はその遠位端６２０ａの近位で、ヒンジ６１４によって取付けられている。ヒン
ジ６１４は旋回点６１６で第１部分６１０に取付けられており、旋回点６１８で第２部分
６２０に取付けられている。旋回点６１６、６１８は、第１部分６１０と第２部分６２０
を回転させるための旋回点の機能を果たしている。第１部分６１０の近位端６１０ｂと第
２部分６２０の近位端６２０ｂはそれぞれに接近部３に隣接して設置され、第１部分６１
０と第２部分６２０が接近部３を押圧して載置されるように図っている。このような構成
では、拡張可能部６０５は接近部３に対して半圧迫状態にすることができる。
【００５８】
　図１４Ｂに例示されているような代替の実施形態では、接近部３と拡張可能部６０５は
繋ぎ紐６０６によって取付けられている。一実施形態では、繋ぎ紐６０６はエラストマー
帯であってもよい。可動性部材７と同様に、繋ぎ紐６０６により、接近部３はｘ軸、ｙ軸
、ｚ軸のうちの少なくとも１つに沿って並進することができるようになり、これらの軸を
中心として角度付けすることができるようになり、または、これらの軸を中心として回転
することができるようになり、或いは、その両方を行うことができるようになる。更に、
繋ぎ紐６０６は接近部３に対して拡張可能部６０５を半圧迫状態にすることができる。繋
ぎ紐６０６は当該技術で従来公知の何らかの素材から作成され、例えば、可塑材、ラバー
、金属、複合材などが挙げられるが、これらに限定されない。繋ぎ紐６０６は、第１部分
６１０および第２部分６２０に接続することのできる保持部材６０７の中に設置される。
繋ぎ紐６０６は第１部分６１０および第２部分６２０に力を及ぼすことができるような弾
性に富み、これにより、第１部分６１０の近位端６１０ｂと第２部分６２０の近位端６２
０ｂをそれぞれに接近部３と接触状態に保つことができるようにしている。拡張可能部６
０５を接近部３に対して半圧迫状態にする上述以外の手段を構想してもよいことを、当業
者なら認識するだろう。
【００５９】
　図１４Ａおよび図１４Ｂの実施形態を利用すれば、接近部３をｙ軸に沿って並進させる
ことで第１部分６１０が旋回点６１６を中心として回転し、第２部分６２０が旋回点６１
８を中心として回転する結果となる（第１部分６１０と第２部分６２０は前後に揺動する
）。旋回点６１６と旋回点６１８は外科手術作業面SWLに固定状態に維持され、それによ
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り、作業領域９ａを保つことができる。更に、第１部分６１０の近位端６１０ｂと第２部
分６２０の近位端６２０ｂはそれぞれに接近部３と接触状態に留まりことができるととも
に、接近部３に沿って滑動することもできる。
【００６０】
　外科手術処置を実施するために、医者は患者の体に切開部を設けるが、この切開部は、
例えば、約10 mmから約50 mmの間であるとよいが、約20 mmから約40 mmの間であるのが好
ましい。一実施形態では、一連の拡張器を切開部に挿入することにより、切開部は連続し
て拡張させることができる。その後で、最大の拡張器の上を伝ってカニューレを設置して
から、拡張器を取出し、切開部にカニューレだけを残存させるとよい。その後、拡張可能
な接近装置１、１００、２００ａ、３００、４００、５００、６００がカニューレを上を
伝って設置され、または、カニューレの中に設置され、切開部を通して挿入されて外科手
術部位に達する。拡張可能な装置１、１００、２００、２００ａ、３００、４００、５０
０、６００が適所に達すると、カニューレが取出され、それにより、装置１、１００、２
００、２００ａ、３００、４００、５００、６００を体内に残存させることができる。
【００６１】
　これに代わる例として、装置１、１００、２００ａ、３００、４００、５００、６００
を体内に挿入するのに十分なだけ切開部が拡張されてしまうと、最大の拡張器のみを切開
部に残して、他の拡張器を取出すとよい。その後、装置１、１００、２００ａ、３００、
４００、５００、６００が最大の拡張器の上を伝って挿入され、または、最大の拡張器の
中を通して挿入される。このような実施形態では、カニューレは不必要である。装置１、
１００、２００ａ、３００、４００、５００、６００が体内に設置された後で、最大の拡
張器も取出される。また別な実施形態では、装置１、１００、２００ａ、３００、４００
、５００、６００の通路９の内部に閉塞具が設置される。閉塞具と装置１、１００、２０
０ａ、３００、４００、５００、６００とが単体として体内に挿入されるとよい。この段
階は、切開部を連続拡張しながら実施されることもあれば、切開部を連続拡張せずに実施
されることもある。装置１、１００、２００ａ、３００、４００、５００、６００を体内
に挿入した後で、閉塞具が取出され、装置１、１００、２００ａ、３００、４００、５０
０、６００だけを体内に残存させることができる。また別な実施形態では、装置１、１０
０、２００ａ、３００、４００、５００、６００は管（例えば、カニューレ）の中に設置
されて、単体として体内に挿入される。
【００６２】
　拡張可能部５、１０５、２０５、２０５ａ、３０５、４０５、５０５、６０５は外科手
術部位に隣接して設置される。その後、拡張可能部５、１０５、２０５、２０５ａ、３０
５、４０５、５０５、６０５が拡張状態まで移動させられることにより、可動性部材７を
伸展させることができる。次に、外科手術処置が通路９の中を通して実施され、接近部３
はｘ軸、ｙ軸、ｚ軸のうちの少なくとも１つに沿って並進させられ、これらの軸を中心と
して、角度付けされ、または、これらの軸を中心として回転させられ、或いは、角度付け
されて回転させられる。この処置が完了してから、拡張可能部５、１０５、２０５、２０
５ａ、３０５、４０５、５０５、６０５は未拡張位置まで移動させられ、体内から取出さ
れる。
【００６３】
　前述の説明と図面は本発明の好ましい実施形態を表しているが、これらの実施形態に多
様な追加、修正、代用を施すのに、添付の特許請求の範囲に規定されているような本発明
の真髄および範囲から逸脱せずに行うことができるものと理解するべきである。特に、本
発明は特殊な形態、特殊な構造、特殊な配置、特殊な比率で、上述以外の各種構成要素、
各種素材、および、各種構成部品を使って、本発明の真髄すなわち不可欠な特徴から逸脱
せずに具体化することができることが、当業者には明らかである。本発明は多数の構造修
正、配置修正、比率修正、素材修正、構成部材修正を行ったうえで利用することができる
こと、また、そうでなければ、特殊な環境と特殊な手術要件に特に適うように本発明を実
施するにあたり、本発明の原理から逸脱せずに利用することができることを、当業者なら
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例にすぎず、制限するものではないと解釈されるべきであり、本発明の範囲は添付の特許
請求の範囲によって示されており、前段までの説明に限定されるものではない。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明の装置の具体的な実施形態が拡張位置にあるのを例示した斜視図である。
【図１Ａ】本発明の接近部の具体的な実施形態を例示した斜視図である。
【図２Ａ】本発明の装置のまた別な具体的な実施形態を例示した斜視図である。
【図２Ｂ】図２Aの装置が拡張位置にあるのを例示した側面図である。
【図２Ｃ】図２Aの装置が拡張位置にあるのを例示した底面図である。
【図３Ａ】図２Aの装置の拡張可能部の具体的な実施形態が未拡張位置にあるのを例示し
た斜視図である。
【図３Ｂ】図３Aの拡張可能部が未拡張位置にあるのを例示した背面図である。
【図３Ｃ】図３Aの拡張可能部が拡張位置にあるのを例示した背面図である。
【図４Ａ】本発明の装置の拡張可能部のまた別な具体的な実施形態を例示した斜視図であ
る。
【図４Ｂ】本発明の装置のまた別な具体的な実施形態が拡張位置にあるのを例示した斜視
図である。
【図５】本発明の装置のまた別な具体的な実施形態を例示した斜視図である。
【図６Ａ】図５の装置の拡張可能部の具体的な実施形態が拡張位置にあるのを例示した斜
視図である。
【図６Ｂ】図５の装置の拡張可能部の一部の具体的な実施形態を例示した斜視図である。
【図７】図６Aの拡張可能部の具体的な実施形態が未拡張位置にあるのを例示した斜視図
である。
【図８Ａ】本発明の装置のまた別な具体的な実施形態を例示した斜視図である。
【図８Ｂ】図８Aの装置のまた別な具体的な実施形態を例示した斜視図である。
【図９】本発明の装置のまた別な具体的な実施形態が未拡張位置にあるのを例示した斜視
図である。
【図１０】図９の装置が拡張位置にあるのを例示した斜視図である。
【図１１】図９の装置が代替の具体的な可動性部材を使って拡張位置にあるのを例示した
斜視図である。
【図１２】図９から図１１の装置の拡張可能部の具体的な実施形態が拡張位置にあるのを
例示した斜視図である。
【図１３】図１２の拡張可能部の具体的な実施形態が未拡張位置にあるのを例示した斜視
図である。
【図１４Ａ】本発明の装置のまた別な具体的な実施形態を例示した斜視図である。
【図１４Ｂ】図１４の装置の代替の実施形態を例示した斜視図である。
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【図５】 【図６Ａ】

【図６Ｂ】 【図７】
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【図９】 【図１０】
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